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めると ころに従っ て本施設の市による完工確認を受け、かつ前条に定めると ころに従っ

て本施設を市に対して引き渡すと と もに、 【 引渡日から供用開始予定日までの期間】 に

おいて、要求水準書その他の適用のある募集要項等及び事業者提案に基づき、本施設の

稼働準備を行う ものと する。

稼働準備2 に伴う 資機材及び消耗部品等は、事業者の費用負担において、事業者がこれ

を調達して消費するものと する。

稼働準備3 に当たっ て必要となる光熱水費は、全て市の負担とする。

第6章 施設供用業務

第1節 総則

第 条44  （ 本施設の施設供用業務）

事業者1 は、本施設に関し、維持管理業務を維持管理期間に渡り 、 また、運営業務を運

営期間に渡っ て遂行するものとする。

事業者2 は、本施設に関し、日本国の法令を遵守のう え、本契約、募集要項等及び事業

者提案、第 条33 に定める施設供用業務仕様書並びに第 条47 に定める最新の年間施設供

用計画書及び運営マニュアルに従っ て施設供用業務を実施するものと する。

第 条45  （ 費用負担）

施設供用業務1 に伴う 資機材及び消耗部品等は、要求水準書に別段の定めがない限り 、

事業者の費用負担において、事業者がこれを調達して消費するものと する。

施設供用業務2 の遂行に当たっ て必要と なる光熱水費は、自動販売機を除き全て市の負

担とする。

第 条46  （ 第三者による実施）

事業者1 は、施設供用業務のう ち、維持管理業務を維持管理企業に委託し又は請け負わ

せるものと し、維持管理企業以外の第三者に、全部又は大部分を委託し又は請け負わせ

てはならない。 ただし、当該第三者の商号、所在地その他市が求める事項を市に事前に

通知したう え、市の事前の承諾を得た場合はこの限り でない。

事業者2 は、施設供用業務のう ち、運営業務を運営企業に委託し又は請け負わせるもの

と し、運営企業以外の第三者に、全部又は大部分を委託し又は請け負わせてはならない。

ただし、当該第三者の商号、所在地その他市が求める事項を市に事前に通知したう え、

市の事前の承諾を得た場合はこの限り でない。

事業者3 は、施設供用業務の一部を維持管理企業又は運営企業以外の第三者に委託し、

又は請け負わせる場合、事前に当該第三者の商号、所在地その他市が求める事項を市に

届け出るものと する。当該第三者又は維持管理企業若しく は運営企業がさらに第三者に
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施設供用業務の一部を再委託し、又は下請けさせる場合も同様と する。

維持管理企業若4 しく は運営企業その他施設供用業務に関して事業者又は維持管理企業

若しく は運営企業が使用する一切の第三者（ 以下「 施設供用業務従事者」 と いう 。 ） に

対する施設供用業務の委託又は請負は全て事業者の責任において行う ものと し、施設供

用業務従事者の責めに帰すべき事由は、全て事業者の責めに帰すべき事由と みなして、

事業者が責任を負う ものと する。

第 条47  （ 施設供用業務の遂行計画）

事業者1 は、維持管理期間中、各事業年度における本施設の維持管理業務年間計画書を

作成し、また、運営期間中、各事業年度における本施設の運営業務年間計画書（ 各維持

管理業務年間計画書と 各運営業務年間計画書を総称して「 年間施設供用計画書」 と い

う 。 ） を作成し、当該事業年度が開始する 30 日前までに、市に提出したう え、その承諾

を得るものと する。

前項2 の定めにかかわらず、第 回目1 の年間施設供用計画書は、供用開始日が属する事

業年度を対象年度と し、引渡日の 60 日前までに、市に提出し、その承諾を得るものと す

る。

前項3 の定めると ころに従っ て本施設に係る第 回目1 の年間施設供用計画書を提出する

に当たり 、事業者は、本施設に対応した運営マニュアル並びに維持管理期間の全期間に

渡る修繕業務の計画に係る長期修繕計画を市に提出し、その承諾を得るものと する。

第 条48  （ 施設供用業務の遂行体制）

事業者1 は、維持管理業務に関し、要求水準書その他の適用のある募集要項等及び事業

者提案に基づき、維持管理業務全般を総合的に把握し、市及び関係機関等と の調整を行

う 総括責任者、維持管理の各業務の管理等を行う 業務責任者及びその他の維持管理業務

に従事する者（ 本条において、 「 維持管理業務従事職員」 と いう 。 ） を選任して維持管

理業務実施体制を整え、維持管理業務従事職員の氏名、有する資格等を記載した維持管

理業務従事職員名簿を作成し、市に提出するものと する。

事業者2 は、運営業務に関し、要求水準書その他の適用のある募集要項等及び事業者提

案に基づき、運営業務全般を総合的に把握し、市及び関係機関等と の調整を行う 総括責

任者、各運営業務の管理等を行う 業務責任者及びその他の運営業務に従事する者（ 本条

において、 「 運営業務従事職員」 と いい、維持管理業務従事職員と運営業務従事職員と

総称して「 従事職員」 と いう 。 ） を選任して運営業務実施体制を整え、運営業務従事職

員の氏名、有する資格等を記載した運営業務従事職員名簿を作成し、市に提出するもの

と する。

事業者3 は、従事職員に異動があっ た場合、 その都度届出なければならない。 この場合

における届出は、最新の名簿を添えて異動のある従事職員を書面で通知するこ と により

行う ものと する。

市4 は、事業者の従事職員がその業務を行う のに不適当と認められると きは、その事由
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を明記して、事業者に対しその交代を求めるこ と ができ、事業者はこれに従う ものと す

る。

第 条49  （ 情報管理）

事業者1 は、本事業期間中及び本契約の終了後においても、運営業務の実施に付随関連

して知り得た個人情報の取扱いに関し、個人情報の保護に関する法律（ 平成 年法律第15

号57 ） 、一宮市個人情報保護条例（ 平成 年一宮市条例第 号17 1 ） その他の法令に従う ほ

か、別紙14（ 個人情報取扱特記事項） 所定の各条項を遵守するものと する。

前項2 のほか、事業者は、運営業務遂行に伴う 情報機器の使用に当たっ ては、市で定め

る情報セキュ リ ティ 関連規定を遵守するものと する。

第 条50  （ 本施設の修繕・ 更新）

事業者1 は、要求水準書その他の適用のある募集要項等及び事業者提案並びに最新の長

期修繕計画書及び年間施設供用計画書に基づき、本施設の修繕・ 更新（ 大規模修繕を除

く 。 ） を行う ものと する。

第 条第 項所定2 51 2 の報告のほか、年間施設供用計画書に記載のない修繕・ 更新を実施

する必要が生じた場合、事業者は、市に対してその内容その他市が求める事項を通知し、

当該実施を要する修繕が大規模修繕以外の修繕・ 更新の場合は、次の各号の定めに従う

ものと する。

(1) 事業者は、自己の費用で適時にかつ適切な方法で当該修繕・ 更新を行う ものと する。

(2) 第 号(1) の定めにかかわらず、修繕・ 更新の実施に費用の支出が見込まれるものを

実施する必要が生じた場合は、その旨を速やかに市に通知するものと する。この場

合、事業者は、当該通知後 日以内10 に、当該修繕・ 更新の具体的な実施計画に関

し、個別の計画書を、当該修繕・ 更新に関する業者見積り を添えて提出し、費用負

担及び対応について市と協議のう え、その協議に従っ て、事業者は、当該修繕を実

施する。

(3) 前２号の定めにかかわらず、当該修繕・ 更新が市の責めに帰すべき事由に基づく も

のであると きは、市が当該修繕・ 更新に要する費用を負担する。

供用開始日以後3 、本施設の大規模修繕を行う 必要が生じた場合には、市は、自己の責

任と 費用負担において、当該大規模修繕を行う こ と ができ、必要があると 認めると きは、

事業者による施設供用業務の一部の遂行を中止させるこ と ができる。 この場合、市は、

事業者と の間において、サービス購入料のう ち施設供用業務遂行の対価に相当する額の

減額について、協議すること ができるものと し、当該協議開始から 60 日以内に協議が調

わない場合には、市は、中止された施設供用業務を勘案してサービス購入料のう ち施設

供用業務遂行の対価から合理的な金額を減額できるものと し、事業者はこれに従う もの

と する。

第 条51  （ 非常時又は緊急時の対応等）
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事業者1 は、非常時又は緊急時の対応が必要と なる事態が発生した場合、維持管理業務

仕様書に基づき、発生した事態に応じて直ちに必要な措置を講じると と もに、市及び関

係機関に報告するものと する。

事業者2 が本施設の不具合及び故障等を発見した場合、又は市の職員等により 本施設の

不具合及び故障等に関する通報や苦情を受けた場合、事業者は、直ちに市と 協議のう え

で発生した事態に応じて直ちに必要な措置を講じるものと する。 この場合において、緊

急に対処する必要があると 判断した場合は、事業者は、速やかに適切な応急処置を行っ

たう えで、市に報告するものと する。 ただし、軽微なものについては、 その直後に提出

される維持管理業務実施報告書の提出をもっ て市に対する報告に代えること ができるも

のとする。

前各項3 の定めると ころに従っ て実施された業務により発生した増加費用及び事業者が

被った損害は、本契約に別段の定めがない限り 、事業者が負担するものと する。

第2節 モニタリ ング

第 条52  （ 施設供用業務の報告）

事業者は、要求水準書その他の適用のある募集要項等及び事業者提案並びに第 条47 に

定める運営マニュアルに基づき、 ( i )維持管理期間中、別紙 10（ 業務報告書の構成及び内

容） 第 項1 の定めると ころに従っ て、本施設の維持管理状況を正確に反映した維持管理業

務実施報告書を、また、 ( i i )別紙10（ 業務報告書の構成及び内容） 第 項2 の定めると ころ

に従っ て、本施設の運営状況を正確に反映した運営業務実施報告書（ 維持管理業務実施報

告書及び運営業務実施報告書を総称して「 業務報告書」 と いう 。 ） をそれぞれ作成し、市

に提出するものと する。

第 条53  （ モニタリ ングの実施）

市1 は、自らの責任及び費用負担において、施設供用業務に関し、本施設が利用可能で

あること 並びに要求水準書に示された業務の水準及び内容（ ただし、事業者提案がより

優れた又はより 厳しい水準又は内容を提案しているものについては、提案された水準と

する。以下「 業務水準」 と いう 。 ） に従っ たサービスが提供されていること を確認する

ため、以下の方法により モニタリ ングを実施するものと する。

業務報告書(1)  の確認

市は、前条に定めると ころに従い事業者が市に対して提出した業務報告書を確認す

る。

立入検査(2)   

市は、必要に応じて随時、本施設に対する立入検査を行う 。

アンケート(3)   

市は、必要に応じてアンケートを行う 。

その(4)  他の方法
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市は、上記各号に記載される方法のほか、必要と 認めると きは、随時、任意の方

法（ 施設巡回、業務監視、事業者に対する説明要求及び立会いを含むが、 これに限

られない。 ） により モニタリ ングを実施するものと する。

市2 は、前項の確認の結果、本施設の施設供用業務の遂行状況が業務水準を満足してい

ないか又は第 条47 に定める運営マニュアルに従っ てないと判断した場合、事業者に対し

てその改善を勧告すること ができるものと する。当該改善勧告が行われた場合、事業者

は、別紙 12（ サービス購入料の減額の基準と方法） の規定に従い市の指示する期間内に

それに対応する業務改善計画書を作成し、市に対して提出したう え、改善措置をと るも

のと し、また、第 条52 の定めると ころに従い作成及び提出される業務報告書において、

その対応状況を市に対して報告する。

市3 は、モニタリ ングの実施を理由と して、本事業の実施の全部又は一部について、何

ら責任を負担するものではない。

第 条54  （ 損害の発生）

事業者1 は、本施設の施設供用業務の遂行に際して、市又は第三者に損害、損失、費用

等（ 本施設の滅失若しく は毀損等に起因する市の損害を含む。本条において「 損害等」

と いう 。 ） が発生したこと 又は発生するおそれを認識した場合、損害等の発生又は拡大

を防止するために必要な合理的な措置を講じたう えで、 その旨を市に対して直ちに通知

し、市の指示に従う ものと する。 この場合において、事業者は、市又は第三者が被っ た

当該損害等の一切を負担するものと し、市又は第三者の請求があり次第直ちに、 これを

賠償又は補償するものと する。 ただし、当該損害等の発生が市民その他第三者の責めに

帰すべき場合又はその他の事業者の責めに帰すべからざる事由に起因する場合には、事

業者は、当該損害等を賠償又は補償する義務その他の責任を負わないものと する。

事業者2 は、前項に定める損害賠償に係る債務を担保するため、維持管理期間につき、

自己又は施設供用業務従事者をして、別紙 7（ 事業者等が付保する保険） 第 項2 にその概

要が記載される保険に加入し又は加入させるものと する。

前項3 の定めると ころに従っ て保険に加入し又は加入させた場合、事業者は、当該保険

に係る保険証券又はその他の書面で保険の内容を示すものを、 その加入後速やかに、市

に提出して、市の確認を受けなければならない。

第7章 サービス購入料の支払

第 条55  （ サービス購入料の支払）

市は、事業者に対して、別紙 11（ サービス購入料の金額と支払スケジュール） に定める

と ころの算定方法及びスケジュールに従い、サービス購入料を支払う ものと する。なお、

サービス購入料債権は一体不可分のものであるが、当該債権に基づき支払われるサービス

購入料は、本施設の施設整備に係る対価及び施設供用業務の遂行に係る対価に分割して計



27 

算するものと する。

第 条56  （ サービス購入料の改定）

前条にかかわらず、サービス購入料は、別紙 11（ サービス購入料の金額と支払スケジュ

ール） に定めると ころに従い改定される。

第 条57  （ サービス購入料の減額）

第 条53 の定めると ころに従い行われたモニタ リ ングの結果、本施設の施設供用業務に

つき業務水準を満たしていない事項が存在すること が市に判明した場合、市は、事業者に

対して、別紙 12（ サービス購入料の減額の基準と方法） に定めると ころに従い、当該事項

の改善又は復旧を行う よう 勧告すること ができ、 また、サービス購入料のう ち施設供用業

務遂行に係る対価の減額、返還若しく は支払留保又は業務担当企業の変更を請求すること

ができる。この場合、事業者は、かかる市の勧告及び請求に従う ものと する。

第8章 契約の終了

第 条58  （ 契約期間）

本契約1 の契約期間は、本契約成立日から平成 年 月 日38 3 31 までと する。ただし、本

契約の定めると ころに従っ て本契約が解除されたと きは、本契約は、 その時点において

終了する。

事業者2 は、本契約に別段の定めがある場合を除き、本契約の終了に当たっ ては、市に

対して、市が継続使用できるよう 本施設の施設供用業務の遂行に関して必要な事項を説

明し、 かつ事業者が用いた施設供用業務に関する操作要領、申し送り 事項その他の資料

を提供するほか、引継ぎに必要な協力を行う 。

第 条59  （ 市の事由による解除）

市は、本事業の実施の必要がなく なっ た又は本施設の転用が必要と なっ たと認める場合

には、 180 日以上前に事業者に通知のう え、本契約の全部（ 一部は不可。ただし、市によ

る完工確認が完了している部分は除く 。以下同じ。 ） を解除すること ができる。

第 条60  （ 事業者の債務不履行等による解除）

次1 の各号の一に該当すると きは、市は、特段の催告をすること なく 、本契約の全部を

解除すること ができる。

事業者(1)  が、設計業務又は本件工事に着手すべき時期を過ぎてもそれらに着手せず、

かつ市が相当の期間を定めて催告しても、当該遅延につき事業者から市が満足する説

明が得られないと き。ただし、事業者の責めに帰すべからざる事由による場合には、

この限り でない。
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供用開始予定日(2)  から 60日が経過しても施設供用業務が着手されるべき本施設に係

る施設供用業務の着手ができないと き又は供用開始予定日から 60 日以内に施設供用

業務に着手できる見込みがないこと が明らかであると き。ただし、事業者の責めに帰

すべからざる事由による場合はこの限り でない。

事業者(3)  が、 その破産、会社更生、民事再生又は特別清算の手続の開始その他これ

らに類似する倒産手続の開始の申立てを取締役会において決議したと き、又は第三者

（ 事業者の取締役を含む。 ） によっ て、当該申立てがなされたと き。

事業者(4)  が、第 条52 の定めると ころに従い作成する業務報告書に著しい虚偽の記載

をしたと き。

事業者(5)  が本契約上の義務に違反し、 かつ市が相当期間を定めて催告したにもかか

わらず、当該相当期間内にその違反が治癒されないと き。

基本協定(6)  が解除された場合

前各号(7)  に規定する場合のほか、事業者が本契約上の義務に違反し、その違反によ

り本事業の目的を達すること ができないこと が明らかであると き。

市2 は、前項各号に定めると ころのほか、第 条第 項53 1 の定めると ころに従っ て実施さ

れたモニタリ ングの結果、事業者が実施する施設供用業務の水準が業務水準を満たさな

いと判断した場合、同条第 項2 の定めると ころに従っ て事業者に対してその是正を勧告

するほか、別紙 12（ サービス購入料の減額の基準と方法） の定めると ころに従い本契約

の全部を解除すること ができる。

第 条61  （ 市の債務不履行による解除等）

市1 が本契約上の義務に違反し、かつ事業者による通知の後 日以内60 に当該違反を改善

しない場合、事業者は、本契約の全部を解除すること ができる。

市2 が本契約の定めると ころに従っ て履行すべきサービス購入料その他の金銭の支払を

遅延した場合、当該支払う べき金額につき、遅延日数に応じ、年 3. 7％の割合で計算した

額（ 1年を 365日と して日割計算とする。 ） を事業者に対し遅延損害金と して支払う もの

と する。

第 条62  （ 法令の変更及び不可抗力）

法令1 の変更若しく は不可抗力により 、損害、損失又は費用を被っ たと き、本契約及び

業務水準に従っ て本施設の整備ができなく なっ たと き若しく は施設供用業務の遂行がで

きなく なっ たと きその他本事業の実施が不可能と なっ たと 認められる場合、又は、法令

の変更若しく は不可抗力により 、本契約及び業務水準に従っ て本施設の整備又は本施設

の施設供用業務を遂行するために追加的な費用が必要な場合、事業者は市に対して、速

やかにその旨を通知するものと し、市及び事業者は、本契約及び要求水準書の変更並び

に損害、損失及び費用の負担その他必要と なる事項について、協議するものと する。

法令変更又2 は不可抗力が生じた日から 60 日以内に前項の協議が調わない場合、市は事

業者に対して、当該法令変更又は不可抗力に対する対応を指図するこ と ができる。事業
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者は、当該指図に従い、本事業を継続するものと し、 また、損害、損失又は費用の負担

は、別紙 8（ 不可抗力による損害、損失及び費用の負担割合） 及び別紙 13（ 法令変更に

よる費用の負担割合） に記載する負担割合によるものと する。

前項3 の定めると ころにかかわらず、法令変更又は不可抗力が生じた日から 60 日以内に

第 項1 の協議が調わない場合、市は、本契約の全部又は一部を解除すること ができるも

のとする。

市4 は、第 条第 項第 号及14 3 3 び第 号4 、第 条第 項第 号及35 2 3 び第 号4 、第 条第37

項第 号及1 3 び第 号4 、並びに第 条第 項39 3 の規定による市の損害、損失又は費用の負

担が過大になると判断した場合には、本契約の全部又は一部を解除すること ができるも

のとする。

第 条63  （ 特別措置等によるサービス購入料の減額）

法令変更1 により 、要求水準書又は事業者提案の変更が可能と なり 、当該変更によっ て

サービス購入料の減額が可能な場合、市及び事業者は、協議により 要求水準書又は事業

者提案について必要な変更を行い、サービス購入料を減額するものと する。

本契約2 に規定されたもの以外で PFI 事業に関する特別な措置（ 事業者の税の軽減を目

的と する措置を含む。 ） が生じた場合、市と事業者と は、 サービス購入料の減額を目的

と して、 その算定方法及び支払条件等について見直しのための協議を行う ものと し、協

議が調っ たと きは、サービス購入料を減額するものと する。

第 条64  （ 引渡日前の解除の効力）

引渡日1 （ 同日を含まない。 ） 前に第 条59 ないし第 条62 の定めると ころにより本契約

が解除された場合、本契約は将来に向かっ て終了するものと し、市及び事業者は、以下

の各号に定めると ころに従っ て、本施設（ 出来形部分を含む。 ） を取り 扱う ものと する。

第 条(1)  60 に定めると ころにより 本契約が解除された場合で、市が当該解除後に本施

設を利用すると きは、市は、事業者の費用負担において、市による完工確認が未了の

本施設を検査したう えで、検査に合格した本施設の全部又は一部（ 以下「 合格部分」

と いう 。 ） のう ち事業者に所有権が帰属している部分を事業者から買い受け、引渡し

を受けること 若しく は施設整備に要した費用の対価を支払う こと又はその両方を行う

こと ができるものと する。市が合格部分を買い受け又は整備に要した費用の対価の支

払いをする場合、市は、その対価の支払債務と 、第 条第 項第 号及66 1 1 び同条第 3

項に定めると ころの事業者に対する違約金支払請求権及び損害賠償請求権と を対当額

で相殺すること ができ、なお、残額があると きは、支払時点までの利息（ 年 3. 7％の

割合と し、 1年を 365日と した日割計算により算出する。 ） を付したう え、一括払い

又は分割払いにより事業者に対して支払う ものと する。また、 これにより市のその余

の損害賠償請求は、妨げられない。 また、既に市による完工確認が完了している本施

設については、市は事業者に対して、別紙 11（ サービス購入料の金額と支払スケジュ

ール） に定める一括支払金及び割賦料（ 以下、 「 施設整備費」 と いう 。 ） を別紙 11
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（ サービス購入料の金額と支払スケジュール） に定めると ころに従い支払う ものと す

る。

第 条又(2) 59 は第 条61 の定めると ころに従っ て本契約が解除された場合、市は、自己

の費用負担において、市による完工確認が未了の本施設を検査したう えで、合格部分

のう ち事業者に所有権が帰属している部分を事業者から買い受け、引渡しを受け若し

く は施設整備に要した費用の対価を支払い又はその両方を行う ものと する。 この場合、

市は事業者に対して、その対価及び第 条第 項66 3 に定めると ころの損害賠償額の総

額に支払時点までの利息（ 年 3. 7％の割合と し、 1 年を 365日と した日割計算により

算出する。 ） を付したう え、一括払い又は分割払いにより 支払う 。なお、既に市によ

る完工確認が完了している本施設については、市は事業者に対して、施設整備費を、

別紙 11（ サービス購入料の金額と支払スケジュール） に定めると ころに従い支払う も

のと する。

第 条(3)  62 の定めると ころに従っ て本契約が解除された場合、市は、自己の費用負担に

おいて、市による完工確認が未了の本施設を検査したう えで、合格部分のう ち事業者

に所有権が帰属している部分を事業者から買い受け、引渡しを受け若しく は施設整備

に要した費用の対価を支払い又はその両方を行う ものと する。 この場合、市は事業者

に対し、その対価に支払時点までの利息（ 年3. 7％の割合と し、 1年を 365日と した日

割計算により 算出する。 ） を付したう え、一括払い又は分割払いにより 支払う 。なお、

既に市による完工確認が完了している本施設については、市は事業者に対して、サー

ビス購入料のう ち施設整備費に相当する額を、別紙 11（ サービス購入料の金額と支払

スケジュール） に定めると ころに従い支払う ものと する。

前(4)  ３号に定めると ころの検査に際して市が必要と認めると きは、市は、その理由を

事前に事業者に対して通知したう え、本施設を最小限度破壊して検査すること ができる。

前項2 にかかわらず、引渡日（ 同日を含まない。 ） 前に本契約が解除された場合で、本

件工事の進捗状況を考慮して、本事業用地の部分的な更地化若しく は原状回復又はその

両方が社会通念上合理的であると 市が判断したと きは、市は事業者に対して、 そのいず

れかを請求すること ができ、事業者はこれに従う ものと する。この場合、解除が第 条59 、

第 条又61 は第 条62 に基づく と きは、市がその費用相当額及び第 条第 項66 3 に定めると

ころの損害賠償額並びにそれらの総額に付されるべき支払時点までの利息額（ 年 3. 7％の

割合と し、 1 年を 365 日と した日割計算により算出する。 ） を負担するものと し、第 60

条に基づく と きは、事業者がその費用相当額並びに第 条第 項及66 1 び第 項3 に基づく 支

払額、並びにそれらの総額に付されるべき支払時点までの第 条81 に基づく 遅延損害金を

負担するものと する。 ただし、事業者が正当な理由なく 相当の期間内に係る更地化若し

く は原状回復又はその両方を行わないと きは、市は事業者に代わり そのいずれかを行う

こと ができるものと し、これに要した費用については、第 条60 による解除の場合は事業

者がこれを負担し、市の求めると ころに従っ て支払う ものと する。 この場合、事業者は、

市の処分について異議を申し出ること ができない。

本施設3 のう ち施設供用業務が着手されている部分がある場合、当該施設供用業務の対
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象となっ ている本施設に関する限り において、次条第 項及2 び第 項並3 びに第 項第4 3

号第 文2 を準用する。

第 条65  （ 引渡日後の解除の効力）

引渡日1 （ 同日を含む。 ） 後に第 条59 ないし第 条62 の定めると ころにより本契約が解

除された場合、本契約は、将来に向かっ て終了する。この場合、市は、第 条40 に定める

と ころに従っ て引渡しを受けた本施設の所有権を引き続き所有するものと する。

前項2 の場合、市は、本契約が解除された日から 10 日以内に本施設の現況を検査したう

え、本施設に事業者の責めに帰すべき事由による損傷等が認められたと きは、事業者に

対してその修補を求めるこ と ができる。事業者は、その費用負担において本施設の修補

を実施するものと し、修補完了後、速やかに市に対してその旨を通知するものと する。

市は、当該通知の受領後 日以内10 に修補の完了検査を行う ものと する。

前項3 の手続終了後、事業者は、速やかに施設供用業務を、市又は市の指定する者に引

き継ぐ ものと し、市又は当該第三者が施設供用業務を引き継ぐ ために必要な一切の行為

を行う ものと する。

前項4 の定めると ころに従っ て、市が施設供用業務を引き継いだ後、市及び事業者は、

以下の各号に定めると ころに従っ て、サービス購入料を取り扱う ものと する。

本契約(1)  の解除が第 条60 の規定に基づく と きは、市は事業者に対し、サービス購入

料のう ち未払いの施設整備費を、別紙 11（ サービス購入料の金額と 支払スケジュ ー

ル） の定めると ころに従い支払う 。ただし、事業者の責めに帰すべき事由により 本施

設が損傷しており 、修繕を施しても利用が困難であると客観的に判断され、かつ市の

被る損害額が未払いの施設整備に係る対価を上回る場合には、市は、サービス購入料

のう ち未払いの施設整備費に相当する部分の支払期限が到来したものと みなして、当

該対価と損害額と を相殺すること により 、 サービス購入料のう ち未払いの施設整備費

の支払義務を免れること ができるものと する。なお、これにより 市のその余の損害賠

償の請求は、妨げられないものと する。

本契約(2)  の解除が第 条又59 は第 条61 の規定に基づく と きは、市は事業者に対し、

サービス購入料のう ち未払いの施設整備費を別紙11（ サービス購入料の金額と支払ス

ケジュール） の定めると ころに従い支払う と と もに、第 条第 項66 3 に定めると ころ

の損害賠償額の総額及びそれに付すべき支払時点までの利息（ 年3. 7％の割合と し、 1

年を 365日と した日割計算により算出する。 ） を、一括払い又は分割払いにより事業

者に対し支払う ものと する。

本契約(3)  の解除が第 条62 の規定に基づく と きは、市は事業者に対し、サービス購入

料のう ち未払いの施設整備費を、別紙 11（ サービス購入料の金額と 支払スケジュ ー

ル） の定めると ころに従い支払う ものと する。また、市は事業者が施設供用業務を終

了させるために要する費用を事業者に対して支払う ものと する。

事由(4)  の如何を問わず、本契約の解除日以降、市は、別紙 11（ サービス購入料の金

額と支払スケジュール） に定める委託料（ 以下、 「 委託料」 と いう 。 ） のう ち未払い
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のものの支払義務を免れるものと し、本契約の解除日が属する支払対象期間に関する

施設供用業務に係るサービス購入料に関しては、実働ベースで精算を行っ て支払いを

行う ものと する。

第 条66  （ 損害賠償）

第 条各項1 60 の規定により本契約が解除された場合、事業者は、次の各号に定める額を

市の指定する期限までに支払う ものと する。

引渡日(1) （ 同日を含まない。 ） までに解除された場合

サービス購入料のう ち、施設整備費の 100分の に10 相当する額

引渡日(2) （ 同日を含む。 ） 以降に解除された場合

解除日が属する事業年度において支払われるべき委託料総額の 100分の に10 相当

する額

第 条各項2 60 に基づく 解除に起因して市が被っ た損害額が本条第 項1 の違約金額を上回

る場合、事業者は、その差額を市の請求すると ころに従っ て支払う ものと する。

第 条又3 59 は第 条61 の規定により本契約が解除された場合、市は、当該解除により事

業者が被っ た損害額を、事業者の請求すると ころに従っ て支払う ものと する。

第 条67  （ 保全義務）

事業者は、解除の通知がなされた日から第 条第 項各号64 1 による引渡し又は第 条第64

項若3 しく は第 条第 項65 3 による施設供用業務の引継ぎ完了のと きまで、本施設（ 出来形

部分を含む。 ） について、自らの責任及び費用において、最小限度の保全措置をと らなけ

ればならない。

第 条68  （ 関係書類の引渡し等）

事業者1 は、第 条第 項第 号64 1 1 ないし第 号3 に基づく 引渡し又は第 条第 項65 3 に基

づく 施設供用業務の引継ぎの完了と 同時に、市に対して、設計図書及び完工図書（ ただ

し、既に事業者が提出しているものを除く 。 また、本契約が本施設に係る施設供用の実

施開始前に解除された場合、図面等については事業者が既に作成を完了しているものに

限る。 ） その他本施設の整備及び修補に係る書類並びに本施設の施設供用業務の遂行に

必要な書類の一切を引き渡すものと する。

市2 は、前項に基づき提出を受けた図書等を本施設の施設供用のために、無償で自由に

使用（ 複製、頒布、改変及び翻案を含む。以下この項において同じ。 ） するこ と ができ

るものと し、事業者は、市による当該図書等の自由な使用が、第三者の著作権及び著作

者人格権を侵害しないよう 必要な措置をと るものと する。

第 条69  （ 所有権の移転）

事業者は、第 条第 項第 号64 1 1 ないし第 号3 に基づき本施設又はその出来形の所有権

を市に移転する場合、担保権その他の制限による負担のない、完全な所有権を市に対して



33 

移転しなければならない。

第9章 雑則

第 条70  （ 公租公課の負担）

本契約に関連して生じる公租公課は、本契約に別段の定めがある場合を除き、事業者が

これを負担するものと する。ただし、本契約締結時点において市及び事業者が予測不可能

であると 認められる新たな公租公課の負担が事業者に発生した場合、事業者は、その負担

及び支払方法について、市と協議すること ができる。

第 条71  （ 運営協議義務）

本契約1 において市及び事業者による協議が予定されている事由が発生した場合、市及

び事業者は、速やかに次項に定めると ころの運営協議会の開催に応じるものと する。

市及2 び事業者は、別途定められた運営協議会設置要綱に従っ て、運営協議会を運営す

るものと する。

第 条72  （ 金融機関等との協議）

市は、本事業の継続性を確保するため、事業者に対し資金提供を行う 金融機関等と協議

を行い、直接協定を締結すること ができる。

第 条73  （ 財務書類の提出）

事業者は、本契約の終了に至るまで、毎会計年度の最終日から か3 月以内に、当該会計

年度に係る計算書類等に公認会計士又は監査法人の監査報告書を添付し、市に提出しなけ

ればならない。

第 条74  （ 秘密保持）

市及び事業者は、互いに本事業に関して知り得た相手方の秘密の内容を自己の役員及び

従業員又は自己の代理人又は事業者に対して資金提供を行う 金融機関若しく はコンサルタ

ント以外の第三者に漏らし、また、本契約の履行以外の目的に使用してはならない。ただ

し、本事業に関して知る前に既に自ら保有していたもの、本事業に関して知る前に公知で

あっ たもの、本事業に関して知っ た後自らの責めによらないで公知と なっ たもの、本事業

に関して知っ た後正当な権利を有する第三者から何らの秘密保持義務を課せられること な

しに取得したものについては、秘密保持義務の対象から除く ものと する。

第 条75  （ 著作権等）

事業者1 は、市に対し、市の裁量により 、本事業期間中及び本事業期間終了後も、次に

掲げる行為を行う こと を無償で許諾する。
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市(1)  が本施設の内容を公表すること 。

設計図書(2)  を利用すること 。

事業者2 は、次に掲げる行為をしてはならない。ただし、 あらかじめ、市の承諾を得た

場合はこの限り ではない。

本施設(1)  の内容を公表すること 。

本施設(2)  に事業者の実名又は変名を表示すること 。

第 条76  （ 著作権の侵害防止）

事業者1 は、本施設が、第三者の有する著作権を侵害するものでないこと を市に対して

保証する。

事業者2 は、 その作成する成果物が第三者の有する著作権を侵害する場合、自己の責任

及び費用負担において、第三者に対して損害を賠償し、 その他必要な措置を講じなけれ

ばならない。

第 条77  （ 産業財産権）

事業者は、本事業において特許権その他産業財産権の対象となっ ている技術等を使用す

る場合、自己の責任及び費用負担においてそれを使用するものと する。 ただし、市がその

使用を指定した場合で、事業者が当該産業財産権の存在を知らなかっ たと きは、市は、事

業者がその使用に関して要した費用を負担するものと し、 その負担の方法は、市と事業者

との間の協議においてこれを定めるものとする。

第 条78  （ 株式等の発行制限）

事業者は、本事業期間中、市の事前の承諾を得た場合を除く ほか、本契約成立日時点で

事業者の株主である者以外の第三者に対して株式、新株予約権又は新株予約権付社債を発

行してはならない。

第 条79  （ 権利等の譲渡制限）

事業者1 は、本契約に基づき市に対して有する本事業に係る債権の全部又は一部を第三

者に譲渡、質権設定その他担保提供又はその他処分するこ と ができない。ただし、市の

事前の承諾を得た場合は、この限り でない。

事業者2 は、本契約その他本事業に関して市と の間で締結した契約に基づき事業者が有

する契約上の地位の全部又は一部を第三者に譲渡、質権設定その他担保提供又はその他

処分すること ができない。ただし、市の事前の承諾を得た場合は、この限り でない。

第 条80  （ 事業者の兼業禁止）

事業者は、本契約に規定された業務以外の業務を行っ てはならない。ただし、市の事前

の承諾を得た場合は、この限り でない。
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第 条81  （ 遅延利息）

事業者が本契約に基づき行う べき市への支払を遅滞した場合、事業者は、未払い額につ

き遅延日数に応じ年 3. 7％の割合（ 1 年を 365 日と する日割計算とする。 ） で計算した額

の遅延利息を付したう えで、市に対して支払う ものと する。

第 条82  （ 要求水準書の変更）

市1 は、設計変更及び第 条62 の場合のほかに、次の各号所定の事由が生じた場合、次項

の定める手続に従っ て、要求水準書の内容を変更すること ができる。

(1) 法令変更により業務内容が著しく 変更されると き

(2) 災害・ 事故等により 、特別な業務内容が常時必要なと き又は業務内容が著しく 変更

されると き

(3) 市の事由により業務内容の変更が必要なと き

(4) その他業務内容の変更が特に必要と認められると き

要求水準書2 の変更は、次各号の定めに従っ て行われるものと する。

(1) 市は、前各号のいずれかに該当する場合、速やかに、その旨と要求水準書の変更内

容を事業者に通知し、事業者の意見を聴取するものと する。

(2) 事業者は、前 号所定(1) の通知受領後 日以内20 に意見書を提出するものと する。

(3) 市は、前 号所定(2) の意見書を期限内に受領しないと きは、事業者の意見がないも

のと して取り扱う こと ができる。

(4) 市は、事業者の意見に拘束されないものと するが、事業者の意見を聴取した結果を

尊重し、必要に応じて事業者の意見を反映して変更内容の修正（ 修正は義務ではな

い。 ） を行っ たう えで確定的な変更内容を事業者に通知すること により 、要求水準

書の変更を確定する。

(5) 本契約に基づく 事業者への支払金額を含め事業契約書の変更が必要と なると き、市

は、必要な契約変更を行う ものと し、事業者は、これに協力する。

第 条83  （ 管轄裁判所）

本契約に関する紛争は、名古屋地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする。

第 条84  （ 疑義に関する協議）

本契約に定めのない事項について定める必要が生じた場合、又は本契約の解釈に関して

疑義が生じた場合は、その都度、市及び事業者が誠実に協議のう え、 これを定めるものと

する。

第 条85  （ その他）

市及1 び事業者は、本契約に別段の定めがある場合を除く ほか、本契約に基づいて相手

方に対して行う 請求、通知、報告、申出、承諾、勧告、催告及び解除その他一切の意思

表示又は観念若しく は事実の通知を、書面をもっ て行う ものと する。 なお、市及び事業
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者は、当該請求等の宛先を各々相手方に対して別途通知するものと し、本事業期間中に

変更された場合、直ちに相手方に通知するものと する。

本契約2 の履行に関して市と事業者間で用いる言語は、日本語と する。

本契約3 に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。

本契約4 の履行に関して市と 事業者間で用いる計算単位は、設計図書に特別の定めがあ

る場合を除き、 「 計量法」 （ 平成 年法律第 号4 51 ） に定めるものとする。

本契約上5 の期間の定めは、 「 民法」 （ 明治 年法律第 号29 89 ） 及び「 商法」 （ 明治 32

年法律第 号48 ） が規定すると ころによるものと する。

本契約6 は、日本国の法令に準拠し、日本国の法令に従っ て解釈される。

本契約7 の定めると ころに従っ て事業者が市に対して書面で提出するこ と を要する届出、

通知、計画、報告、図面、図表その他の書類の内容及び体裁（ 図面等のデータを記録し

た市の指定する記録媒体を添付すること を含む。 ） 、部数等については、本契約に別段

の定めがない限り 、市が別途指定すると ころに従う ものと する。

本契約8 の定める指定日又は期限満了日が開庁日（ 一宮市の休日を定める条例（ 平成 3

年一宮市条例第 号1 ） 第 条2 に規定する市の休日を除いた日をいう 。以下同じ。 ） でな

い場合には、当該指定日又は期限満了日は翌開庁日となるものと する。

［ 以下余白］


